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図表 主な訪問先
1.英国政府（サイバーセキュリティ当局等）

• 国家サイバー諮問委員会（NCAB）：シャロン・バーバー 共同議長（ロ
イズ・バンキング・グループCIO）ほか

• 国家サイバーセキュリティセンター（NCSC）：キャロリン・エインズ
ワース エンジニアリング担当次長ほか

• 科学・イノベーション・技術省（DSIT）：エマ・グリーン サイバー・
レジリエンス担当次長ほか

2.シンクタンク

• 国際問題戦略研究所（IISS）：バスティアン・ギーゲリッヒ 所長ほか
• 王立国際問題研究所（Chatham House）：タリタ・ディアス 国際法
部門シニアリサーチフェローほか

• 王立防衛安全保障研究所（RUSI）：フィリップ・シェトラー・ジョー
ンズ 主任研究員ほか

3.サイバーセキュリティ関連企業等（約15社）

• ビジネス・通商省：ジュリエット・ウィルコックス サイバーセキュ
リティ大使ほか

• BAEシステムズ デジタル・インテリジェンス：クリス・カーター ゼ
ネラル・マネジャーほか

業
と
も
意
見
交
換
を
行
い
、
日
英
企
業
間
の
ビ
ジ
ネ

ス
の
構
築
に
向
け
て
交
流
を
深
め
る
な
ど
、
大
き
な

収
穫
が
あ
っ
た
。

③
協
力
覚
書
の
発
出

日
英
両
国
間
の
官
民
連
携
を
継
続
的
に
深
化
・
拡

大
す
べ
く
、
Ｎ
Ｃ
Ａ
Ｂ
と
協
力
覚
書（
注
）を
交
わ
す
こ
と

が
で
き
た
の
は
画
期
的
で
あ
っ
た
。
同
覚
書
の
も
と
、

Society
5.0
for
SD
Gs

や
Ｄ
Ｆ
Ｆ
Ｔ（
信
頼
性
の

あ
る
自
由
な
デ
ー
タ
流
通
）の
実
現
に
資
す
る
サ
イ

バ
ー
空
間
を
共
創
す
る
た
め
、
未
来
志
向
の
日
英
協

力
関
係
の
構
築
等
を
目
指
す
と
と
も
に
、
定
期
的
な

会
合
の
開
催
や
サ
イ
バ
ー
ス
キ
ル
不
足
へ
の
対
応
な

ン
ド
ン
に
日
英
サ
イ
バ
ー
協
力
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
派
遣

し
た
。
私
が
団
長
を
務
め
、
総
勢
12
人
が
参
加
し
た
。

ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
主
な
成
果

①
日
本
産
業
界
の
取
り
組
み
に
関
す
る
情
報
発
信

経
団
連
の
取
り
組
み
に
対
す
る
英
国
政
府
の
高
い

評
価
を
土
台
に
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
通
じ
て
わ
が
国
の

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
俯
瞰
し
た
セ
キ
ュ
リ
テ

ィ
強
化
に
向
け
た
産
業
横
断
・
官
民
連
携
・
国
際
連

携
の
取
り
組
み
を
発
信
で
き
、
非
常
に
効
果
的
で
あ

っ
た
。
と
り
わ
け
自
然
災
害
の
多
い
わ
が
国
の
重
要

イ
ン
フ
ラ
に
お
け
る
事
業
継
続
計
画（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）や
自

動
車
業
界
の
具
体
的
な
対
応
、
サ
イ
バ
ー
保
険
な
ど

に
つ
い
て
英
国
側
の
理
解
を
増
進
で
き
た
こ
と
は
、

今
後
の
協
力
可
能
性
を
模
索
す
る
う
え
で
重
要
な
第

一
歩
と
な
っ
た
と
評
価
し
て
い
る
。

②
英
国
に
お
け
る
官
民
連
携
の
実
態
把
握

図
表
の
主
な
訪
問
先
に
あ
る
通
り
、国
家
サ
イ
バ
ー

諮
問
委
員
会（NCA

B

：NationalCyber
A
dvisory

Board

）と
の
政
策
対
話
や
国
家
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ

リ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー（
Ｎ
Ｃ
Ｓ
Ｃ
）、
科
学
・
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
・
技
術
省（
Ｄ
Ｓ
Ｉ
Ｔ
）な
ど
の
政
府
機
関
と
の

意
見
交
換
を
通
じ
て
、
英
国
の
官
民
連
携
の
実
態
等

を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
、
世
界
有
数
の

シ
ン
ク
タ
ン
ク（IISS

、Chatham
House

、RU
SI

）

に
よ
る
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ
や
意
見
交
換
に
よ
っ
て
広

範
な
最
新
情
報
を
収
集
し
、
知
見
を
蓄
積
で
き
た
。

さ
ら
に
、
英
国
の
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
関
連
企

日
本
と
英
国
は
、
自
由
や

民
主
主
義
、
人
権
、
法
の
支

配
等
の
基
本
的
な
価
値
を
共

有
す
る
戦
略
的
パ
ー
ト
ナ
ー

で
あ
る
。
２
０
２
３
年
５
月

に
行
わ
れ
た
Ｇ
７
広
島
サ
ミ

ッ
ト
の
機
会
に
日
英
両
首
脳

が
合
意
し
た
「
広
島
ア
コ
ー

ド
」
に
「
日
英
サ
イ
バ
ー
・

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
を
創
設

し
て
、
官
民
連
携
を
強
化
」

す
る
旨
が
明
記
さ
れ
た
こ
と

は
、
サ
イ
バ
ー
領
域
に
お
け

る
両
国
の
協
力
関
係
を
新
た

な
次
元
に
引
き
上
げ
る
契
機

と
な
っ
た
。

こ
う
し
た
中
、
サ
イ
バ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
対
す
る
経

団
連
の
取
り
組
み
を
高
く
評

価
す
る
英
国
政
府
の
招
待
を

受
け
、
２
０
２
４
年
１
月
15

～
18
日
の
日
程
で
英
国
・
ロ

①
官
民
連
携
の
あ
り
方
の
変
革

ミ
ッ
シ
ョ
ン
を
通
じ
て
浮
き
彫
り
と
な
っ
た
の
は
、

英
国
で
は
政
府
が
官
民
連
携
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を

発
揮
し
、
官
か
ら
民
に
対
し
必
要
な
情
報
共
有
が
な

さ
れ
て
い
る
と
い
う
実
態
で
あ
る
。
日
本
で
は
、
重

要
イ
ン
フ
ラ
を
含
め
、
各
産
業
別
に
組
織
化
さ
れ
た

業
界
が
ハ
ブ
と
な
り
、
企
業
と
所
管
省
庁
と
を
つ
な

ぐ
役
割
を
果
た
し
て
い
る
一
方
、「
情
報
の
流
れ
は
民

か
ら
官
へ
の
流
れ
が
主
で
、
官
か
ら
民
へ
の
情
報
共

有
が
十
分
で
は
な
い
」
と
の
声
も
聞
か
れ
る
。
国
家

全
体
と
し
て
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
を
高
め
る
観
点
か
ら
は
、

政
府
主
導
に
よ
る
情
報
共
有
や
官
民
連
携
に
つ
い
て
、

日
本
が
英
国
か
ら
学
ぶ
べ
き
点
は
少
な
く
な
い
。

②
ス
キ
ル
・
人
材
育
成
の
強
化

さ
ら
に
、
英
国
で
は
、
必
要

な
国
家
予
算
を
充
当
し
、
Ｎ
Ｃ

Ｓ
Ｃ
が
個
人
や
自
営
業
者
、
中

小
企
業
、
大
企
業
、
サ
イ
バ
ー

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
等
、
サ

イ
バ
ー
ス
キ
ル
の
階
層
に
応
じ

た
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
や
ガ
イ
ダ
ン

ス
を
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
上
で
無
料

提
供
す
る
な
ど
、
国
民
の
サ
イ

バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
に
対
す
る

意
識
を
醸
成
す
る
と
と
も
に
そ

の
底
上
げ
を
図
っ
て
い
る
。
こ

れ
こ
そ
、
英
国
が
「
国
家
サ
イ

バ
ー
戦
略
２
０
２
２
」
の
も
と
、

国
を
挙
げ
た
「
社
会
全
体
の
取
り
組
み（w

hole-of-
society

approach
）」
で
提
唱
し
て
い
る
実
践
例

に
ほ
か
な
ら
な
い
。

ま
た
、
Ｎ
Ｃ
Ａ
Ｂ
の
バ
ー
バ
ー
共
同
議
長
を
は
じ

め
、
ミ
ッ
シ
ョ
ン
で
面
会
し
た
先
方
ト
ッ
プ
の
過
半

は
女
性
が
務
め
て
い
た
。
サ
イ
バ
ー
人
材
不
足
が
叫

ば
れ
る
わ
が
国
で
も
、
多
様
性
を
も
た
ら
す
う
え
で
、

女
性
が
活
躍
し
や
す
い
環
境
を
早
急
に
整
え
る
こ
と

が
望
ま
れ
、
総
合
的
な
レ
ジ
リ
エ
ン
ス
強
化
の
観
点

か
ら
も
大
い
に
期
待
さ
れ
る
。

③
国
際
連
携
の
拡
大
と
深
化

「
Ａ
Ｉ
×
サ
イ
バ
ー
領
域
」
に
お
け
る
ル
ー
ル
作

り
と
そ
の
運
用
に
つ
い
て
は
、
日
英
と
も
ま
だ
道
半

ば
で
あ
り
、
今
後
の
協
力
に
向
け
て
議
論
を
深
掘
り

す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
折
し
も
わ
が
国
で
セ
キ

ュ
リ
テ
ィ
・
ク
リ
ア
ラ
ン
ス
に
係
る
法
制
度
整
備
に

向
け
た
機
運
が
高
ま
る
中
、
機
密
情
報
の
扱
い
や
組

織
・
人
を
審
査
す
る
仕
組
み
を
同
盟
国
・
同
志
国
と

互
換
性
の
あ
る
形
で
設
け
る
こ
と
が
急
務
と
な
っ
て

い
る
。
今
後
の
日
英
政
府
間
の
議
論
の
進
展
に
大
い

に
期
待
し
た
い
。

経
団
連
と
し
て
は
、
安
全
・
安
心
な
サ
イ
バ
ー
空

間
を
通
じ
て
日
英
両
国
が
ど
の
よ
う
な
価
値
を
共
創

で
き
る
か
と
い
う
ゴ
ー
ル
か
ら
バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
ト
し

つ
つ
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
全
体
を
俯
瞰
し
た
レ
ジ

リ
エ
ン
ス
強
化
や
ス
キ
ル
向
上
、
人
材
育
成
等
に
資

す
る
実
効
的
な
官
民
連
携
の
取
り
組
み
を
強
化
し
て

い
く
決
意
で
あ
る
。

ど
、
八
つ
の
協
力
項
目
に
合
意
し
た
。

同
覚
書
の
署
名
式
に
出
席
さ
れ
た
オ
リ
バ
ー
・
ダ

ウ
デ
ン
副
首
相
は
、「
歴
史
的
な
広
島
ア
コ
ー
ド
で

日
英
は
サ
イ
バ
ー
協
力
の
全
領
域
に
取
り
組
む
こ
と

に
コ
ミ
ッ
ト
し
た
。
経
団
連
と
の
協
力
覚
書
は
そ
の

実
現
へ
の
一
助
と
な
る
も
の
で
、
極
め
て
重
要
な
協

力
関
係
の
マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン
で
あ
る
」
と
ス
ピ
ー
チ

さ
れ
、
わ
れ
わ
れ
も
今
後
の
英
国
と
の
協
調
に
向
け

た
決
意
を
新
た
に
し
た
。

ミ
ッ
シ
ョ
ン
の
成
果
を
踏
ま
え
た

今
後
の
取
り
組
み

こ
れ
ら
の
成
果
を
踏
ま
え
、
経
団
連
と
し
て
の
今

後
の
取
り
組
み
を
三
つ
に
整
理
し
て
示
し
た
い
。

（注）サイバー分野における官民連携に関するNCABと経団連の協力覚書
https://www.keidanren.or.jp/policy/2024/003.html参照
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安全・安心なサイバー空間を
通じた価値共創に向けて
─日英サイバー協力ミッションを派遣
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